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議第６４号 

美濃加茂市部設置条例等の一部を改正する条例について 

美濃加茂市部設置条例等の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

令和３年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市部設置条例等の一部を改正する条例 

（美濃加茂市部設置条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市部設置条例（平成１２年美濃加茂市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１５８条第１項の規定により、市長

の権限に属する事務を分掌させるため、次

の部を置く。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１５８条第１項の規定により、市長

の権限に属する事務を分掌させるため、次

の部を置く。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 健康こども部 (2) 健康福祉部 

(3) 市民福祉部 

(4)～(8) （略） (3)～(7) （略） 

（事務分掌） （事務分掌） 

第２条 部の主な事務分掌は、次のとおりと

する。 

第２条 部の主な事務分掌は、次のとおりと

する。 

(1) 市民協働部  (1) 市民協働部 

ア～イ （略） ア～イ （略） 

  ウ 定住自立圏構想の推進に関するこ

と。 

 エ 広域行政に関すること。 
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ウ～カ （略） オ～ク （略） 

 ケ 環境保全及び公害対策に関するこ

と。 

 コ 廃棄物及びリサイクルに関するこ

と。 

(2) 健康こども部 (2) 健康福祉部 

ア 健康普及、保健指導その他市民の健

康に関すること。 

ア 健康普及、保健指導その他市民の健

康に関すること。 

 イ 国民健康保険に関すること。 

 ウ 後期高齢者医療に関すること。 

 エ 国民年金に関すること。 

 オ 介護保険に関すること。 

 カ 介護予防に関すること。 

 キ 高齢者、障害者、児童、母子及び父

子福祉並びに生活保護その他の社会福

祉に関すること。 

イ 保育園、幼稚園及び認定こども園に

関すること。 

ク 保育園に関すること。 

ウ （略） ケ （略） 

(3) 市民福祉部 

ア 国民健康保険に関すること。 

イ 後期高齢者医療に関すること。 

ウ 国民年金に関すること。 

エ 介護保険に関すること。 

オ 介護予防に関すること。 

カ 高齢者、障害者、児童、母子及び父

子福祉並びに生活保護その他の社会福

祉に関すること。 

(4) 産業振興部 (3) 産業振興部 

ア～カ （略） ア～カ （略） 

キ 環境保全及び公害対策に関するこ

と。 
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ク 廃棄物及びリサイクルに関するこ

と。 

(5)～(7) （略） (4)～(6) （略） 

(8) 経営企画部 (7) 経営企画部 

ア～コ （略） ア～コ （略） 

サ 定住自立圏構想の推進に関するこ

と。 

シ 広域行政に関すること。 

（美濃加茂市福祉事務所設置条例の一部改正） 

第２条 美濃加茂市福祉事務所設置条例（昭和２９年美濃加茂市条例第１０号）の

一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（所員） （所員） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 所長は、市民福祉部長の職にある者をも

つて充てる。 

２ 所長は、健康福祉部長の職にある者をも

つて充てる。 

３ （略） ３ （略） 

（美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例の一部改正） 

第３条 美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例（平成２４年美濃 

加茂市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（事業の実施等） （事業の実施等） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 市長は、規則で定める最少児童数に満た

ない放課後児童クラブがあるときは、当該

放課後児童クラブにおける事業を行わな

い。 

２ 教育委員会は、教育委員会規則で定める

最少児童数に満たない放課後児童クラブが

あるときは、当該放課後児童クラブにおけ

る事業を行わない。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、放

課後児童クラブに分室を置き、又は複数の

放課後児童クラブを合同で実施することが

できる。 

３ 教育委員会は、必要と認めたときは、放

課後児童クラブに分室を置くことができ

る。 

（定員） （定員） 
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第３条 各放課後児童クラブの定員は、規則

で定める。 

第３条 各放課後児童クラブの定員は、教育

委員会規則で定める。 

（事業の休業日） （事業の休業日） 

第４条 事業の休業日は、次のとおりとす

る。ただし、市長が必要と認めたときは、

休業日を変更し、又は臨時に休業すること

ができる。 

第４条 事業の休業日は、次のとおりとす

る。ただし、教育委員会が必要と認めたと

きは、休業日を変更し、又は臨時に休業す

ることができる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、規則

で定める児童数に満たない放課後児童クラ

ブがあるときは、当該放課後児童クラブの

事業を休業することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会

は、教育委員会規則で定める児童数に満た

ない放課後児童クラブがあるときは、当該

放課後児童クラブの事業を休業することが

できる。 

（事業の実施時間等） （事業の実施時間等） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、規則

で定める気象警報が発表された場合、その

他市長が特に必要と認めたときは、実施時

間を変更することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会

は、教育委員会規則で定める気象警報が発

表された場合、その他教育委員会が特に必

要と認めたときは、実施時間を変更するこ

とができる。 

（事業の対象者） （事業の対象者） 

第６条 事業の対象となる児童（以下「対象

児童」という。）は、市内の小学校に就学

する児童であって、保護者等（親権を行う

者、後見人又はこれらに準ずるもので、現

にその児童を養育し、世帯を同じくしてい

るものをいう。以下同じ。）が次の各号に

掲げるいずれかの事由により、昼間（おお

むね午前７時３０分から午後６時３０分ま

でをいう。以下同じ。）の保育を１月のう

ち１５日以上行うことができず、かつ、そ

の状態が相当程度継続すると認められる児

童とする。ただし、市長が必要と認めると

きは、この限りでない。 

第６条 事業の対象となる児童（以下「対象

児童」という。）は、市内の小学校に就学

する児童であって、保護者等（親権を行う

者、後見人又はこれらに準ずるもので、現

にその児童を養育し、世帯を同じくしてい

るものをいう。以下同じ。）が次の各号に

掲げるいずれかの事由により、昼間（おお

むね午前７時３０分から午後６時３０分ま

でをいう。以下同じ。）の保育を１月のう

ち１５日以上行うことができず、かつ、そ

の状態が相当程度継続すると認められる児

童とする。ただし、教育委員会が必要と認

めるときは、この限りでない。 
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(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) その他前各号に類する状態にあると市

長が認めた場合 

(6) その他前各号に類する状態にあると教

育委員会が認めた場合 

（利用の申請等） （利用の申請等） 

第７条 事業の利用を希望する保護者等は、

市長に申請し、許可を受けなければならな

い。 

第７条 事業の利用を希望する保護者等は、

教育委員会に申請し、許可を受けなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、そ

の内容を審査し、事業の利用の許可を決定

するものとする。 

２ 教育委員会は、前項の申請があったとき

は、その内容を審査し、事業の利用の許可

を決定するものとする。 

（利用の制限） （利用の制限） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する対象

児童は、事業を利用することができない。 

第８条 次の各号のいずれかに該当する対象

児童は、事業を利用することができない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) その他放課後児童クラブの管理運営上

又は生活指導上支障があり、市長が不適

当と認めた者 

(2) その他放課後児童クラブの管理運営上

又は生活指導上支障があり、教育委員会

が不適当と認めた者 

（利用の終了） （利用の終了） 

第９条 第７条第２項の規定により事業の利

用の許可を受けた保護者等が、事業の利用

を終了しようとするときは、あらかじめ市

長に届け出なければならない。 

第９条 第７条第２項の規定により事業の利

用の許可を受けた保護者等が、事業の利用

を終了しようとするときは、あらかじめ教

育委員会に届け出なければならない。 

（利用許可の取消し） （利用許可の取消し） 

第１０条 市長は、第７条第２項の規定によ

り事業の利用の許可を受けた対象児童（以

下「利用児童」という。）が次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該児童に係る

事業の利用の許可を取り消すことができ

る。 

第１０条 教育委員会は、第７条第２項の規

定により事業の利用の許可を受けた対象児

童（以下「利用児童」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、当該児童

に係る事業の利用の許可を取り消すことが

できる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

（放課後児童支援員） （指導員） 

第１３条 各放課後児童クラブに利用児童の

人数に応じた数の放課後児童支援員を置

第１３条 教育委員会は、事業の実施に際

し、各放課後児童クラブに次に掲げる専任
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く。 指導員及び補助指導員（以下「指導員」と

いう。）を置く。 

 (1) 専任指導員 児童福祉施設の設備及び

運営に関する基準（昭和２３年厚生省令

第６３号）第３８条第２項に規定する児

童の遊びを指導する者 

 (2) 補助指導員 児童の保育に知識や経験

を持ち、子育て支援に意欲がある者 

 ２ 補助指導員は、専任指導員の指示に従

い、利用児童の健全な育成を図るものとす

る。 

 ３ 指導員は、利用児童の生活指導を個別的

又は集団的に適正に行い、かつ、事故防止

に努めなければならない。 

 ４ 指導員は、利用児童に疾病、事故等が生

じた場合には、直ちに適切な処置を講じな

ければならない。 

 ５ 指導員は、利用児童の状況を把握し、及

び記録し、必要な事項については、教育委

員会に報告するとともに、当該児童の属す

る小学校長及び当該児童の保護者等に連絡

しなければならない。 

（委任） （委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、事

業の実施に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

第１４条 この条例に定めるもののほか、事

業の実施に関し必要な事項は、教育委員会

規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行前にされた第３条の規定による改正前の美濃加茂市放課後児童

健全育成事業の実施に関する条例第７条の規定によりされている申請若しくは許

可又は同条例第１０条の規定によりされている許可の取消しについては、改正後

の美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例第７条の規定による申

請若しくは許可又は同条例第１０条の規定によりなされた取消しとみなす。 
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議第６５号 

美濃加茂市森林公園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条 

例について 

美濃加茂市森林公園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を下記の

とおり制定する。 

  令和３年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                  記 

美濃加茂市森林公園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市森林公園の設置及び管理に関する条例（平成１７年美濃加茂市条例第

２８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （管理）  （管理） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、地方自

治法第２４４条の２第１１項の規定により

指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間

を定めて管理の業務の全部若しくは一部の

停止を命じた場合において、又は指定管理者

が天災その他の事由により管理の業務の全

部若しくは一部を行うことが困難となった

場合において、必要があると認めるときは、

管理の業務の全部又は一部を自ら行うもの

とする。この場合において、次条（見出しを

含む。）中「指定管理者」とあるのは「市長」

と、第５条第３項中「指定管理者は、必要と

認めるときは、あらかじめ市長の承認を得

て」とあるのは「市長は、必要と認めるとき

は」と、第６条、第７条、第８条及び第１４

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、地方自

治法第２４４条の２第１１項の規定により

指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間

を定めて管理の業務の全部若しくは一部の

停止を命じた場合において、又は指定管理者

が天災その他の事由により管理の業務の全

部若しくは一部を行うことが困難となった

場合において、必要があると認めるときは、

管理の業務の全部又は一部を自ら行うもの

とする。この場合において、次条（見出しを

含む。）中「指定管理者」とあるのは「市長」

と、第５条第３項中「指定管理者は、必要と

認めるときは、あらかじめ市長の承認を得

て」とあるのは「市長は、必要と認めるとき

は」と、第６条、第７条及び第８条中「指定
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条第２項中「指定管理者」とあるのは「市長」

と、第１０条の見出し中「利用料金」とある

のは「使用料」と、同条第１項中「指定管理

者に利用料金」とあるのは「別表に定める使

用料」と、第１１条の見出し中「利用料金」

とあるのは「使用料」と、同条中「指定管理

者は、市長が別に定めるところにより、利用

料金」とあるのは「市長は、使用料を別に定

めるところにより、使用料」と、第１２条（見

出しを含む。）中「利用料金」とあるのは「使

用料」として、これらの規定を適用する。 

管理者」とあるのは「市長」と、第１０条の

見出し中「利用料金」とあるのは「使用料」

と、同条第１項中「指定管理者に利用料金」

とあるのは「別表に定める使用料」と、第１

１条の見出し中「利用料金」とあるのは「使

用料」と、同条中「指定管理者は、市長が別

に定めるところにより、利用料金」とあるの

は「市長は、使用料を別に定めるところによ

り、使用料」と、第１２条（見出しを含む。）

中「利用料金」とあるのは「使用料」と、第

１４条の表中「指定管理者」とあるのは「市

長」として、これらの規定を適用する。 

 （原状回復の義務）  （原状回復の義務） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

 （行為の制限） 

 第１４条 森林公園の火気を使用することが

できる場所及び遵守事項は、次のとおりとす

る。ただし、市長又は指定管理者（以下「管

理者」という。）は、火気の使用が適当でない

と認めるときは、その使用を中止させること

ができる。 

名称 場所 遵守事項 

下米田さ

くらの森 

花見の

広場 

(1) 行楽及びレクリエーシ

ョンを目的とした野外料

理のためだけに使用する

こと。 

(2) 簡易なコンロ等を持参

して使用すること。 

(3) 火災を起こさないよう

注意を払い、良識を持っ

て後片付けを行うととも

に、ゴミは持ち帰ること。

みのかも

健康の森 

グルメ

の丘 

指定管理者の指示に従うこ

と。 

 （行為の禁止）  （行為の禁止） 
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第１４条 森林公園においては、次に掲げる行

為をしてはならない。ただし、市長又は指定

管理者の許可を受けた場合は、この限りでな

い。 

 (1)～(12) （略） 

第１５条 森林公園においては、次に掲げる行

為をしてはならない。ただし、管理者の許可

を受けた場合は、この限りでない。 

 (1)～(12) （略） 

 (13) その他市長又は指定管理者が適当でな

いと認めること。 

 (13) その他管理者が適当でないと認めるこ

と。 

２ 前項第１１号の規定にかかわらず、みのか

も健康の森グルメの丘については、指定管理

者の指示に従い、火気を使用することができ

る。 

 （事故等の免責）  （事故等の免責） 

第１５条 市長又は指定管理者は、利用者の故

意若しくは過失又は疾病による事故につい

ては、その責めを負わない。 

第１６条 管理者は、利用者の故意若しくは過

失又は疾病による事故については、その責め

を負わない。 

 （損害賠償）  （損害賠償） 

第１６条 （略） 第１７条 （略） 

 （委任） （委任） 

第１７条 （略） 第１８条 （略） 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議第６６号 

美濃加茂市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定 

める条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和３年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例  

美濃加茂市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条例

（平成２４年美濃加茂市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（申請者の資格） （申請者の資格） 

第３条 法第７８条の２第４項第１号及び法

第１１５条の１２第２項第１号の条例で定

める者は、法人又は病床を有する診療所を開

設している者（介護保険法施行規則（平成１

１年厚生省令第３６号）第１７条の１２に規

定する看護小規模多機能型居宅介護に限

る。）とする。 

第３条 法第７８条の２第４項第１号及び法第

１１５条の１２第２項第１号の条例で定める

者は、法人とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第６７号

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例について

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。

  令和３年１１月２９日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

   美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例

 美濃加茂市国民健康保険条例（平成１２年美濃加茂市条例第９号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

（出産育児一時金） （出産育児一時金） 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保

険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児

一時金として４０万８千円を支給する。ただ

し、市長が健康保険法施行令（大正１５年勅

令第２４３号）第３６条の規定を勘案し、必

要があると認めるときは、規則で定めるとこ

ろにより、これに３万円を上限として加算す

るものとする。 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保

険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児

一時金として４０万４千円を支給する。ただ

し、市長が健康保険法施行令（大正１５年勅

令第２４３号）第３６条の規定を勘案し、必

要があると認めるときは、規則で定めるとこ

ろにより、これに３万円を上限として加算す

るものとする。 

２ （略） ２ （略） 

（一般被保険者に係る基礎賦課総額） （一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第１１条 保険料の賦課額のうち一般被保険

者（法附則第７条第１項に規定する退職被保

険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る

基礎賦課額（第３２条の規定により基礎賦課

額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額することになる額を含む。）の総額（以

下「基礎賦課総額」という。）は、第１号に

第１１条 保険料の賦課額のうち一般被保険

者（法附則第７条第１項に規定する退職被保

険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る

基礎賦課額（第３２条の規定により基礎賦課

額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額することになる額を含む。）の総額（以

下「基礎賦課総額」という。）は、第１号に
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掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算定した

額とする。 

掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算定した

額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ～ハ （略） イ～ハ （略） 

ニ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）のための収入（法附則第

９条第１項の規定により読み替えられ

た法第７２条の３第１項及び第７２条

の３の２第１項の規定による繰入金及

び国民健康保険保険給付費等交付金（退

職被保険者等の療養の給付等に要する

費用に係るものに限る。）を除く。）の

額 

ニ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）のための収入（法附則第

９条第１項の規定により読み替えられ

た法第７２条の３第１項の規定による

繰入金及び国民健康保険保険給付費等

交付金（退職被保険者等の療養の給付等

に要する費用に係るものに限る。）を除

く。）の額 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課総額） 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課総額） 

第２０条の２ 保険料の賦課額のうち一般被

保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額（第

３２条の規定により後期高齢者支援金等賦

課額を減額するものとした場合にあっては、

その減額することになる額を含む。）の総額

（以下「後期高齢者支援金等賦課総額」とい

う。）は、第１号に掲げる額の見込額から第

２号に掲げる額の見込額を控除した額を基

準として算定した額とする。 

第２０条の２ 保険料の賦課額のうち一般被

保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額（第

３２条の規定により後期高齢者支援金等賦

課額を減額するものとした場合にあっては、

その減額することになる額を含む。）の総額

（以下「後期高齢者支援金等賦課総額」とい

う。）は、第１号に掲げる額の見込額から第

２号に掲げる額の見込額を控除した額を基

準として算定した額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ （略） イ （略） 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に
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要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項及び第

７２条の３の２第１項の規定による繰

入金を除く。）の額 

要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項の規定

による繰入金を除く。）の額 

（介護納付金賦課総額） （介護納付金賦課総額） 

第２１条 保険料の賦課額のうち介護納付金

賦課額（第３２条の規定により介護納付金賦

課額を減額するものとした場合にあっては、

その減額することになる額を含む。）の総額

（以下「介護納付金賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲

げる額の見込額を控除した額を基準として

算定した額とする。 

第２１条 保険料の賦課額のうち介護納付金

賦課額（第３２条の規定により介護納付金賦

課額を減額するものとした場合にあっては、

その減額することになる額を含む。）の総額

（以下「介護納付金賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲

げる額の見込額を控除した額を基準として

算定した額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ （略） イ （略） 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項及び第

７２条の３の２第１項の規定による繰

入金を除く。）の額 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項の規定

による繰入金を除く。）の額 

（低所得者の保険料の減額） （保険料の減額） 

第３２条 （略） 第３２条 （略） 

（特例対象被保険者等の特例） （特例対象被保険者等の特例） 

第３２条の２ （略） 第３２条の２ （略） 

（未就学児の被保険者均等割額の軽減） 

第３２条の３ 当該年度において、その世帯に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以

前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該被保険者に係る当
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該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第１５条又は第１９条の基礎賦課額の被

保険者均等割の保険料額に、それぞれ、１０

分の５を乗じて得た額とする（第４項に掲げ

る場合を除く）。 

２ 第１５条第２項及び第３項の規定は、前項

に規定する額の決定について準用する。この

場合において、第１５条第２項及び第３項の

規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み

替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１５条又

は第１９条」とあるのは「第２０条の６又は

第２０条の１０」と、前項中「第１５条」と

あるのは「第２０条の６」と読み替えるもの

とする。 

４ 当該年度において、第３２条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に未就学児がある場合におけ

る当該未就学児に係る当該年度の基礎賦課

額の被保険者均等割額は、第１５条又は第１

９条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険

料率に、第３２条第１項各号に規定する場合

に応じてそれぞれ同項各号イに掲げる割合

を乗じて得た額（同条第２項において準用す

る第１５条第２項の規定により端数の切り

上げを行った後の額とする。）に、それぞれ、

１０分の５を乗じて得た額とする。 

５ 第１５条第２項及び第３項の規定は、前項

に規定する額の決定について準用する。この

場合において、第１５条第２項及び第３項の

規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み

替えるものとする。 
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６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１５条又

は第１９条」とあるのは、「第２０条の６又

は第２０条の１０」と、「同条第２項」とあ

るのは「同条第３項」と、「第１５条第２項」

とあるのは「第２０条の６第２項」と、前項

中「第１５条」とあるのは「第２０条の６」

と読み替えるものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第５条の改正は、令和

４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 令和４年１月１日前に出産した被保険者に係る美濃加茂市国民健康保険条例第

５条第１項の規定による出産育児一時金の額については、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の美濃加茂市国民健康保険条例第１１条、第２０条の２、

第２１条、第３２条及び第３２条の３の規定は、令和４年度以後の年度分の保険

料について適用し、令和３年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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議第６８号 

令和３年度美濃加茂市一般会計補正予算（第１２号） 

令和３年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第１２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３１７，７４８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２５，７５４，３９４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加及び変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

令和３年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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議第６９号 

令和３年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第２号） 

令和３年度美濃加茂市の介護保険会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１，０３０千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，０２８，１０６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和３年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 

- 77 -



- 78 -



- 79 -



- 80 -



- 81 -



- 82 -



- 83 -



- 84 -



- 85 -



- 86 -



- 87 -



- 88 -



- 89 -



- 90 -



- 91 -



- 92 -



- 93 -



- 94 -



議第７０号

   市道路線の認定について

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議会の議決を求める。

  令和３年１１月２９日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

番号 路線名 
起         点 重要な 

経過地 終         点 

１ 
加茂野４

８１号線 

美濃加茂市加茂野町加茂野字南野８０５番１７地先   

美濃加茂市加茂野町加茂野字南野８０５番３地先 
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